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1．訴訟運動がきずいたものと、わたしたちの目標
2012年6月に成立した障害者総合支援法（以下、総合支援法）は、障害者自立支援法(以下、自立支援法)の看板のかけかえにすぎず、「基本合意」で約束した「応益負担と自立支援法の廃止にもとづく新法の制定」とは、ほど遠い内容でした。しかし、これによって訴訟運動に終止符を打たれたわけではありません。
応益負担を違憲として国を訴えた訴訟は、訴訟団の勝利的和解であったとわたしたちは確信しています。14の地方裁判所において国との間で確認された和解内容は、「基本合意」にもとづいているからです。

しかも、この訴訟運動と「基本合意」がなければ、2010年4月の「非課税世帯の応益負担無償化」の実現はありませんでした。また、「自立支援法の廃止と新法制定」を明記した障害者制度改革推進会議の第一次意見と、それにもとづく2010年6月29日の閣議決定、さらには、「基本合意」を出発点とした「骨格提言」の策定はあり得ませんでした。これらは、まぎれもなく訴訟運動と「基本合意」があったからこそ、勝ち取とることができたものです。
「基本合意」では、憲法等にもとづく障害のある人の基本的人権の行使の支援を基本とした新たな総合福祉法制を実施することが約束されています。わたしたちは、この「基本合意」をよりどころに、応益負担と自立支援法の完全廃止をめざすとともに、「骨格提言」にもとづき、また障害者権利条約の水準にかなった新法の制定を目標に、「総合支援法3年後見直し」の状況にも十分な注意をはらいながら、ひきつづき運動を大きくひろげてゆきます。
わたしたちは、この目標を実現してゆくために、以下の内容で運動をすすめます。
2．わたしたちが大切にすることと、これからのとりくみ
2012年12月16日におこなわれた総選挙の結果、自民党・公明党を中心とした政権が発足しました。

しかし、「基本合意」は国が合意した公文書であり、これにもとづく14の地方裁判所での和解は司法による公的な調書であり、「骨格提言」は政府の審議体による公式文書です。政権の構成や政策が変わっても、その公的な重みはいささかも変わることはありません。
わたしたちは、新たな政権のもとで、引き続き「基本合意」の完全実現をめざして、以下の3つをこれからの柱として運動をすすめてゆきます。

なお、国が「基本合意」を無視したり、ほご（反故）にするような事態が生じた場合には、わたしたちは、いつでも再提訴に踏み切る決意をもっています。
（1）総合支援法の施行までに「基本合意」にもとづく定期協議を開催するとともに、障害者総合支援法の施行内容の総点検をおこないます。
総合支援法が施行されるまでに、新たに発足した政権・政府と「基本合意」にもとづく定期協議を必ず開催し、「基本合意」の合意内容を改めて確認するとともに、4月1日に施行される法律ならびに政省令の内容を総点検します。
とくに政省令による「非課税世帯の無償化」については、すみやかな完全実施（自立支援医療の対象化）や、さらなる拡充（配偶者問題の解消など）をもとめるとともに、期限の導入や対象とする範囲の縮小など、現行の負担軽減水準の後退や改悪を絶対に許しません。

（2）総合支援法の附則第3条による９項目の「施行後3年の見直し」を、「骨格提言」の全面実現の立場からその履行をもとめます。
「基本合意」にもとづく定期協議の継続的な開催をもとめるとともに、関係障害団体との連携をもとに、政府に対して総合支援法附則第3条の「施行後3年の見直し」について、「骨格提言」の全面実現の立場からその履行をもとめます。とくに、その検討をいつから、どのような体制でおこなうのか、検討の具体的項目とその方向性を注視してゆきます。
また、「施行後3年の見直し」に際して、介護保険制度の定時改正の時期に併せての障害施策との統合策が再び浮上することや、それを前提とした障害程度区分の見直しなどは絶対に許しません。

（3）「骨格提言」を尊重し、障害者権利条約の水準にかなった新法を実現するために、様々な団体や国民とはばひろく連携や共同して運動をすすめてゆきます。
政府との継続的な定期協議の開催を軸に、節目に応じた必要な協議・交渉にとりくむとともに、関係団体や国民と連携・共同した運動にとりくみ、「基本合意」の完全実現をめざします。
